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平成２２年１０月

さいたま市財政局財政部財政課

さいたま市の財政状況
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１ さいたま市のプロフィール

さいたま市は、東京都心から北西に30km圏内に位置する埼玉県の県庁所在地で、東北・上越など

新幹線5路線をはじめ、JR各線や私鉄が結節する東日本の交通の要衝となっています。

・平成13年5月 旧浦和・大宮・与野の３市合併により「さいたま市」誕生

・平成15年4月 政令指定都市へ移行（全国で13番目）

・平成17年4月 旧岩槻市と合併

面積 217.49k㎡ 

総人口 1,230,928人

世帯数 527,045世帯

人口密度 5,659.7人／k㎡

平均年齢 42.0歳

人口増加率 3.8%

※人口増加率は、平成12年と平成17年国勢調査から算出

（１）概要

(平成22年10月1日現在）
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１ さいたま市のプロフィール
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高齢者福祉費 高齢化率

高齢化率 高齢化率

約1.5倍に
増加

■人口構成の変化と今後の見通し
（H17：国勢調査 H22～：将来推計*）

■高齢化率と高齢者福祉費*の推移と見通し

*民生費のうち、老人福祉費及び介護保険費の合計*国立社会保障・人口問題研究所による

（万人） （％） （％）（億円）

※高齢者人口（65歳以上人口）に比例するものとして試算

0歳～14歳

15歳～64歳

65歳以上 高齢者福祉費

総人口が逓減していく中、少子高齢化により、生産年齢人口は減少していく一方、
高齢者福祉費は増加していく見通しです。

（２）人口動態
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・さいたま市内には、卸・小売、サービス業が多く、飲食、建設、製造業など多様な産業が立地。

・製造分野は、医薬品などの化学工業や光学機器・レンズなど精密機械器具の製品出荷額が
市全体の35%を占めています。

・光学機器・レンズ製造業の出荷額は全国1位、医薬品製造業の出荷額は全国2位。

さいたま市企業誘致活動方針〔第Ⅱ期〕

『『まもり、まねいて、そだてますまもり、まねいて、そだてます』』

資料：「工業統計調査」平成19年12月31日

１ さいたま市のプロフィール

（３）経済
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雇用機会の創出 財政基盤の強化 地域経済の活性化

企業誘致活動における立地実績

期　間 目　標 実　績 経済波及効果

企業誘致活動方針　第Ⅰ期 17年7月～19年度末 30社 38社 1,000億円（試算）

20年度 16社 400億円（試算）

21年度 10社 95億円（試算）

22年度 - -

企業誘致活動方針　第Ⅱ期 30社
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「子どもが輝く絆で結ばれたまち」を実現するため、「徹底した行財政改革」、
「生産性の高い都市経営」により、健全財政を維持し、「市民生活重視」の予算
編成を実施しました。

２ さいたま市の財政状況
◆一般会計 4,290億円
福祉や教育、公園や道路の整備など
行政運営にかかる基本的な経費

◆特別会計 1,845億6,700万円
国民健康保険や介護保険など特定の
収入をもって運営される事業の経費

◆水道事業 444億 218万円

◆病院事業 132億1,900万円

◆下水道事業 516億6,117万円

予算の内訳

予算

総額
７,２２８億４,９３５万円

一般会計 4,290億円の内訳(単位：千円)

（１）平成２２年度予算の概要

その他
15,960,050
3.7%

市税
213,642,289
49.8%

国庫支出金
64,043,385
14.9%

軽油引取税
交付金
5,852,001
1.4%

使用料及び
手数料
6,719,651
1.6%

諸収入
38,235,779
8.9%

市債
51,039,900
11.9%

県支出金
12,911,966
3.0%

繰入金
10,410,979
2.4%

地方消費税
交付金
10,184,000
2.4%

歳入

民生費
139,564,309
32.5%

土木費
82,092,187
19.1%

その他
4,092,282
1.0%

消防費
14,723,304
3.4%

総務費
44,418,045
10.4% 公債費

44,757,148
10.4%

教育費
41,537,102
9.7%

衛生費
33,828,602
7.9%

商工費
23,987,021
5.6%

歳出
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243,803 252,822
273,903 289,428 274,391

135,398
134,216

117,813

136,285 141,659 154,609

287,001
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（２）一般会計歳入決算状況

（単位 百万円）

（67.0%）

379,201 387,038 391,716

425,713 428,660

依存財源

自主財源

２ さいたま市の財政状況

（68.0%）（69.9%）（65.3%）（64.3%） （←自主財源比率）（64.0%）

429,000

・市債
・交付税
・国庫支出金 等

・市税
・使用料
・手数料
・諸収入 等



9

71,790 78,732
89,177 90,892 89,946 85,415

21,090
23,976

24,764 25,042
19,544

19,484

74,872
73,519

75,574 77,188
78,462

79,420

16,429
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16,354
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（３）歳入のうち市税の決算状況

（単位 百万円）

194,690 203,617
217,448 221,502 216,470

個人市民税

２ さいたま市の財政状況

その他

法人市民税

固定資産税

都市計画税

213,642
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155,819 161,711 167,134 172,696 178,204
199,560
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（４）一般会計歳出決算状況

（単位 百万円）

（42.8%） （43.1%） （44.1%） （43.3%） （42.5%）

364,084
375,010 379,389 398,392

419,264

その他の経費

投資的経費

義務的経費

<義務的経費の内訳> （単位 百万円）２ さいたま市の財政状況

（←義務的経費比率）（46.5%）

429,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

人件費 75,246 77,099 77,403 75,962 75,442 77,105

扶助費 46,889 49,619 54,163 56,684 64,136 81,827

公債費 33,684 34,993 35,568 40,050 38,626 40,628

合計 155,819 161,711 167,134 172,696 178,204 199,560
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（５）各種財政指標の比較

２ さいたま市の財政状況
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スパイラルアップ

（６）平成２３年度予算編成

２ さいたま市の財政状況

「日本一ひらかれたまち」
「日本一身近ではやい行政」

「日本一しあわせを実感できるまち」

へ、ステップアップする予算

しあわせを実
感できる事業の
重点化

市民の声、
現場の声を
反映

普通建設事
業費の抑制

歳入の的確
な確保、新たな
財源の創出

国の動向の的
確な把握と対応

◇徹底した行財政改革、徹底した情報公開を進め、
生産性の高い都市経営を行います。
◇予算編成過程において、限られた財源をいかに効
率よく効果的な事業に配分したか、事業の選択と
優先順位付けをどのように行ったかなど、意思決定
の過程を積極的に公表します。

平成２３年度予算

将来世代に過度の負担を転嫁することのないよう、地方債を
財源とする「普通建設事業費」の総額を圧縮

１ 行政情報のみせる化、
新しい公共の推進
-----------------------
◇内向きにならず、
◇市民の視点で、
◇市民と意識を共有、
◇市民とともに実践

２ 行財政運営の自律・
マネジメント
------------------------
◇できることを自ら・徹底的に
◇行政だけでなく、官民で力
をあわせて効果的に

３ 職員の意識改革・
組織文化の創造

------------------------
脱やらされ改革！
職員を変え、組織を変える
改革を日常に

中期財政収支見通し（２３年度～２７年度）
による財源不足額（一般会計）

◇２３年度：１８８億円
◇２３年度～２７年度：１，０６９億円

（参考）平成２２年度予算規模 ４，２９０億円

みせる
改革

改革のストーリー

人の
改革

徹底した
行財政改革

生む
改革
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①市債の借入により、財政負担の平準化や世代間の負担の公平化を図っています。

②健全な財政を将来にわたって維持するため、市債発行の抑制に努めています。

３ 将来の財政運営を見据えた市債の借入

（単位：百万円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

公的資金 1,480 2,245 1,854 1,190 1,601 4,133

民間資金 48,970 41,410 43,566 36,595 33,213 48,388

合  計 50,450 43,655 45,420 37,785 34,814 52,521

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

民間資金

公的資金

※国の予算等貸付を除く

（１）市債の借入の考え方

（２）資金区分別市債借入額の推移（一般会計）
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※借換分を除く。

※平成17年度は岩槻市との合併により市債残高が256億円増。

△ 97
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臨時財政対策債
を除いた場合

2,326 2,425 2,649 2,687 2,720 2,625 2,677 2,704

537
726 848 943 1,020 1,152 1,279
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市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高

（単位：億円）

（単位：億円）

（３）プライマリーバランス、市債残高の推移（一般会計） ※平成22年度は予算額

３ 将来の財政運営を見据えた市債の借入

プライマリーバランス（公債費－市債発行総額）の状況

市債残高の推移
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３ 将来の財政運営を見据えた市債の借入

さいたま市では、資金調達の多様化を図り、安定した資金調達を行っていくために、平

成15年度より、市場公募地方債（満期一括償還）を年1回、100億円発行しております。

条件交渉方式は、平成17年度までは総務省による統一条件交渉方式でしたが、平成18

年度途中（9月）より各地方公共団体による個別条件交渉方式に移行しております。

【発行実績】

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

発　行　額 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円

条件決定日 H15.12.3 H16.12.6 H17.12.5 H18.12.8 H19.12.7 H20.12.5 H21.12.4

発　行　日 H15.12.25 H16.12.24 H17.12.22 H18.12.26 H19.12.25 H20.12.25 H21.12.25

償　還　日 H25.12.25 H26.12.24 H27.12.22 H28.12.26 H29.12.25 H30.12.25 H31.12.25

表 面 利 率 1.5% 1.4% 1.5% 1.8% 1.71% 1.56% 1.34%

発 行 価 格 99円53銭 99円15銭 99円75銭 99円90銭 99円94銭 99円99銭 99円98銭

応募者利回り 1.554% 1.497% 1.528% 1.811% 1.717% 1.561% 1.342%

１）発行実績

（４）市場公募地方債の発行
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３ 将来の財政運営を見据えた市債の借入

２）平成22年度さいたま市シンジケート団 シェア

①銀行

②証券

名　　　　　称 シェア（％） 備考

埼玉りそな銀行 18% 代表受託兼幹事

みずほコーポレート銀行 12% 副受託兼幹事

武蔵野銀行 5%

埼玉縣信用金庫 3%

さいたま農業協同組合 2%

小　　　　　計 40%

名　　　　　称 シェア（％） 備考

みずほ証券 9% 幹事

大和証券ＣＭ 8%

野村證券 7%

日興コーディアル証券 6%

三菱ＵＦＪ・ＭＳ証券 5%

みずほインベスターズ証券 5%

しんきん証券 5%

ゴールドマン・サックス証券 5%

岡三証券 5%

東海東京証券 5%

小　　　　　計 60%

（４）市場公募地方債の発行
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【連絡先】

さいたま市財政局財政部財政課　財源係

住所 〒330-9588　さいたま市浦和区常盤６－４－４

電話 ０４８－８２９－１１５５

FAX ０４８－８２９－１９９７

E-mail zaisei@city.saitama.lg.jp


